
Topics

低炭素時代へ向けて
ESCO事業への期待

エネルギーを
できるだけ使わない社会へ

私たちは気候の安定化を「資源」と捉えています。
地球からその資源が失われようとしていることは誰
の目にも明らかで、このままいけば後はいつ気候が
暴れ出すか、ということだけです。そこで先日の貴
協議会のコンファレンスでも「低炭素時代のシナリ
オ」と題して、この日本において2050年に温室効
果ガス70％削減をする、その可能性について多
角的な観点からお話しさせていただきました。
かいつまんで申し上げると、低炭素社会というより
も、緊要なのは生活の質を落とさずにエネルギー
をできるだけ使わない社会をどう実現するか、とい
うことです。こんなことをいうと、「それは無理だ」と
おっしゃる方が多い。しかしなぜできないのか、ひ
とつひとつ見ていけば、私たちはこれを実現する
技術的なポテンシャルを持っているではないか、と
考えています。
こうした社会の実現には4つのバリアがあります。
それは個々人の意志、インフラなどの社会システ
ム、初期投資などにおける価格の問題、そして情
報が足りないということです。ですがこれらはたと
えば先進諸国であれば、クリアしていける可能性
が高い。今、一番問題なのは開発途上国です。
発展途上にある国々の開発を私たちが押しとどめ
ることはできません。しかし反省も含めて、これま
での先進国とは違った発展の可能性があるのだ、
というモデルは提示できるはずです。「ロサンジェ
ルスを移転しない、地下鉄を整備しよう」ということ
ですね。
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写真／調布市庁舎

独立行政法人国立環境研究所　参与

西岡秀三

温室効果ガス削減と
ESCO事業の可能性

ESCO推進協議会は、タイにつづき北京で第2回
アジアESCOコンファレンスを開催したと聞いていま
す。これは大変意義深いことだと思います。例え
ば中国政府にしても、実はこの問題に真剣に取り
組もうとしている。先進国の持つ省エネルギーに
関わる技術面、情報面の提供をより必要としてい
ます。
ESCO事業の可能性は、省エネルギーにかかる適
切で高い技術を持っているということ、そしてそれ
が経済メカニズムに組み込まれている、ということ
です。現在の社会システムを前提として、既存の
工場、ビルなどの省エネルギーを推し進め、そこで
オーナー、事業者ともが利益を得てきた実績があ
る。さらにそこから一歩進んで、これから新しく作り
出すものに深く関わって、エネルギーをできるだけ
使わない新しい社会システムを構築するキープレイ
ヤーと成り得るはずだと思うのです。
私たち国立環境研究所では、「アジア太平洋地域
における温暖化対策統合評価モデル（AIM）」を
作成しています。とりわけ東アジアにおける環境動
向は重要だからです。ESCO事業においても、こ
れまで国内で積み上げてきたノウハウを持ち寄っ
て、ぜひアジアに貢献していただきたい。アジア省
エネ共同体構想を構築できれば素晴らしいことと
思います。

（2008年 2 月11日採録）



岡村秀一さん
調布市総務部管財課長

聞き手AESCO推進協議会事務局
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おかむら・ひでいち●1973年調布市役
所に電気技師として入庁以来、公民
館、市庁舎及び浄水場の施設維持管
理の業務を担当するとともに、公民館、
調布市グリーンホール及び調布市文化
会館たづくりでは、舞台業務に従事す
る経験を持つ。99年に管財課で再び
市庁舎の維持管理業務を担当、04
年、調布市地域省エネルギービジョン
策定委員会の運営に当たり、所管部
署である環境保全課から、庁内検討委
員会のメンバーとして参加依頼があり、
庁内検討委員会の副会長となる。この
委員会を通じて、耐用年数を超過し更
新を余儀なくされている市庁舎の空調
設備（主に熱源）改修とESCO事業実
施の可能性を検討することになった。

「金賞受賞は本当にうれしいことでした」（「第 3 回優良ESCO事業表彰」において）

環境ISOの取得から

――調布市は、このたび財団法人省エネル
ギーセンターの「第 3 回優良ESCO事業表彰」
において金賞を受賞されました。市庁舎と隣接
する文化施設の 2 施設に対し、エネルギー使
用のあらゆる段階で省エネルギー手法を導入す
ることにより大きな省エネルギーを実現したこ
と、そして導入後の設備エネルギー使用量を常
時計測して省エネルギー効果を算出する手法
が高く評価されたためと思います。最初に
ESCO事業を導入された背景などについてお
聞かせください。

岡村　当市では2000年にISO14001を取得しま
して、この頃から全庁的に「省エネルギーの実現
を」という気運が高まっていきました。03年には
「調布市地域省エネルギービジョン」が策定さ
れ、そのなかで市施設の省エネルギー改修が議
論されることになったのです。並行してそのため
の財源をどうするかということで、そのひとつの
有力な方法としてESCO事業が検討されること

になりました。04年には私たち管財課を事務局
にして、財政、契約、営繕、環境保全などの部
署の課長・係長レベルが集結してESCO事業
実施のためにプロジェクトチームが組まれました。
そこで最終的に、費用対効果の大きい 2 施設
への事業導入が決まりました。

どのような省エネ改修が有効か

――導入にあたってのご苦労などありましたら
お教えください。

岡村　ひとつはどういった省エネルギーをする
のか、というところで事業費の割り振りも含めて
プロジェクトチームのなかでも議論がありました。
市庁舎は1971年の竣工で途中一度改修を
行っていますが、空調設備は耐用年数を超えて
いました。ですから管財課としてはこの更新は
はずせないと考えていたのですが、ここはオー
バーホールにとどめて、全体のエネルギー削減
率をあげたほうが効果的なのでは、という意見も
ありました。最終的には抜本的な更新を決めた

Interview
ESCO for our company
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●調布市 2 施設のESCO事業
ESCO事業者は東京電力株式会社、日本ファシ
リティ・ソリューション株式会社、高砂熱学工業
株式会社の 3 社。2006年 4 月から 5 年間の
ギャランティード・セイビングス契約。竣工30年
以上を経過した市庁舎を「リニューアル型」、竣
工10年弱の文化会館を「チューニング型」と位
置づけた効率的な省エネルギー手法と、「個別
機器ごとの計測結果に基づく効果検証方法」に
よる計測データ分析が高く評価されている。

のですが、その後もESCO事業を導入するにあ
たっての公募から採択まで、とにかくはじめての
ことですから、資料作成や質問回答書の作成、
また事業契約事務など、さまざまな試行錯誤があ
りました。
また補助金についてですが、事務局としてはも
し採択がなくても事業を行いたいと考えていまし
た。しかし財政当局の基本的な理解は得られて
はいたものの、2 施設で3 億5000万ほどの事業
規模になり、財源確保は簡単ではありません。
ですから情報はできるだけ集めるようにしていま
した。幸い独立行政法人新エネルギー・産業技
術総合開発機構（NEDO）の「エネルギー供給
事業者主導型総合省エネルギー連携推進事
業」の補助金交付採択も受けることができ、05
年に本契約となりました。
また実際の工事にあたっては、市庁舎として業
務を中止するわけにはいきませんので、冷暖房
の中間期である10、11月に空調設備を改修す
るなど、作業工程は楽ではありませんでした。

当該事情に最も合致した提案

――事業者決定の決め手はなんでしたか？

岡村　まず説明会には22社がいらして、関心
の高さに驚きました。最終的には 9 社（グルー
プ）の応募があり、これをさらに 6 グループに絞
り込み、そこから決めさせていただいたのです
が、今回最優秀事業者とならなかった事業者が

劣っているということではありませんでした。
市庁舎には、すでに使われなくなっていた水蓄
熱槽があったのですが、これを氷蓄熱槽に改造
して、限られたスペースを利用して蓄熱容量を
確保する、などの提案をされた東京電力さんの
グループが最優秀事業者になりました。結果的
には、当市の事情に最も合致した提案だったと
いうことです。

ESCO事業への理解を広げるために

――最後に本事業全般に関して感じていらっ
しゃること、またESCO事業者への要望があり
ましたらお聞かせください。

岡村　日本の民間における省エネルギー技術
はすばらしいとよく言われます。今回パートナー
となってみて、その通りだと心から実感しました。
快適性においてすべての人を満足させるという
ことはなかなか困難ですが、このたびの事業で
はそれでも限られた条件のなかでやれることは
やれたと考えていました。ですから今回、「優良
ESCO事業」の金賞を頂戴し、評価していただ
いたことは大変うれしいことでした。市長をはじ
め市関係者、職員はもちろんのこと、市外から
の反響も大きくて驚いています。
まだまだ「省エネ＝がまんしなければならない」と
いうイメージがあるように思います。そうではな
い、ということで理解を広めるのは大変なところ
もあったのは実感です。

ESCO事業にしても、例えばそのメリットは技術
者レベルであれば説明を受ければすぐにわかり
ます。しかし、さらに推し進めるためにはもっと
もっと経営層に理解を広げる必要があるのだと
思います。また、自治体で言えば市民へ理解を
広げることも大切です。自治体と民間で協力す
ることで制約はあると思いますけれど、協力でき
ることはぜひしていきたいと思います。

（2008年 2 月19日）

 負荷を減らす

 効率よく造る

 効率よく送る

 適切に運用

●導入された省エネルギー手法

市庁舎

① 空調機の外気量制御

② 高効率熱源機への改修（氷蓄熱化）
③ 高効率給湯器の導入（ボイラ更新）
④ 会議室系統空調機の高効率化
⑤ 高効率照明安定器

⑥ 高効率変風量型空調機への改修
⑦ 冷温水 1 次ポンプの変流量制御
⑧ 冷温水 2 次ポンプの変流量制御

⑨ 節水金具の導入
⑩ 中央監視システムの更新・統合

文化会館たづくり

① 空調機の外気量制御
② 空調機温度制御の最適化
③ 蒸気バルブの断熱強化

④ 暖房用熱源の高効率化
⑤ 高効率照明安定器

⑥ 冷温水 1 次ポンプの変流量制御
⑦ 冷温水 2 次ポンプのINVチューニング
⑧ 冷却水ポンプの変流量制御

⑨ 駐車場ファンのCO濃度制御
⑩ 駐輪場ファンの間欠運転制御
⑪ 地下 1 階空調機械室ファンの間欠運転制御
⑫ 中央監視システムの改造・統合

写真左：
高効率電動冷凍機（市庁
舎屋上）

写真右：
調布市庁舎（左奥）と文
化会館たづくり（手前右）

●省エネルギー効果

一次エネルギー削減量 = 13,992GJ／年
※建物全体のエネルギー消費量に対する割合 
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ESCO推進協議会　第7回コンファレンス報告

2008年 1 月31日、東京都江東区有明の
TFTホール1000において、ESCO推進協議
会第 7 回コンファレンスが開かれ、「ESCO
これまでの10年 これからのESCO」をテーマ
に、活発な議論が繰り広げられた。参加者は
340余名。以下はその報告である。

CO2排出半減は可能か

コンファレンスは、茅陽一ESCO推進協議会会
長の「温暖化への対応と民生対策」という講演
で幕を開けた。京都議定書目標達成のために
は、民生部門の相当な排出削減努力が必要
で、その有効な対策は機器類の省エネと新築
建物の断熱基準遵守の向上が重要であると説
明。長期展望については、政府が「クールアー
ス50」で主張している2050年に世界のCO2排
出を半減するのはむずかしく、先進国が半減、
途上国が30％減としても2050年の世界のCO2
排出量は、2000年の排出量と同程度と考える
のが現実的。この値はIPCCの報告書の第 3
のケースにあたり、これを達成するためには、産
業部門から民生部門にわたる広範囲なエネル
ギーの革新技術の開発と導入が不可欠であると
アピールし、最後に短期、長期とも民生部門で
の排出削減が重要な役割を果たすとともに、
ヒートポンプの有効利用とESCOの活用が重要
であると締めくくった。
続いて独立行政法人国立環境研究所の西岡

秀三参与から「低炭素時代のシナリオ」と題して
基調講演を頂戴した。日本を対象に2050年に
想定されるサービス需要を満足させながら、CO2
の排出量を1990年に比べて70％削減する技
術的なポテンシャルについて解説された。2050
年の社会情勢から始まり、産業構造・エネル
ギーの供給面需要面・運輸旅客・地域の交通特
性・建築の断熱建て替えなど広範囲にわたり研
究成果を説明していただいた。（本紙 1 ページ
参照）

優良ESCO事例発表

午後からは、財団法人省エネルギーセンターが
実施した第 3 回優良ESCO表彰制度で優秀な
成績を修めたESCO事例の発表が行われた。
発表者は「調布市市庁舎他 1 施設ESCO事
業」で金賞を受賞した調布市の澤田忍氏、東
京電力株式会社の舛田健次氏、続いて
「ESCO事業を活用した蒸気負荷変動の激しい
レトルト工程への最適蒸気供給による省エネル
ギー事業」で銀賞を得た株式会社日本キャン

（文責: ESCO推進協議会事務局　鎌田直樹）
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パックの西村和芳氏、株式会社日立製作所の
林明伸氏、さらに「横浜市総合リハビリテーション
センターなどのESCO事業」で銅賞となった横浜
市の中川稔氏、株式会社エネルギーアドバンス
の斉藤孝史氏の 6 名、モデレーターはESCO推
進協議会副会長の乾久人が務めた。
金賞の事例は、地方自治体のESCO導入の先
導的な役割を果たすとともに、エネルギー使用
の上流から下流までの過程においてさまざまな
省エネルギー手法を取り入れた事例である。銀
賞は既存の熱源の更新とCO2の削減という二
つの要求を天然ガスコジェネレーションの導入で
解決した工場のESCO導入の代表例であった。
銅賞は隣接する三施設を一体的に有効利用す
るという知恵の出し処のある事例である。事例
発表の後、ディスカッションが行われ、各オー
ナーからは「コスト削減につながった」「瞬停対
策になっている」「ESCOを導入してよかった」
等賛同の意見があった。さらに両者のコミュニ
ケーションのとり方や今後のESCOに望むこと等
について活発な意見交換が行われた。

ESCO事業は成長するか

続いて今回のテーマである「ESCOこれまでの
10年　これからのESCO」についてパネルディ
スカッションが行われた。パネリストは東京電力
株式会社の前川哲也氏、東京ガス株式会社の
笹山晋一氏、埼玉県の藤井信夫氏、株式会社
ファーストエスコの筒見憲三氏、第一総合法律

事務所の山本卓也氏、モデレーターはESCO推
進協議会の中上英俊副会長が務めた。まず、
冒頭中上副会長から日本でのESCOの誕生の
経緯や当時の理解促進の苦労話などがあり、
議論に入った。前半は各パネラーからそれぞれ
の立場でESCOとの関わりについて意見発表
があった。前川氏からは10年を振り返って良
かった面（参入される企業が淘汰された等）や悪
かった面（価格競争、市場規模の伸び悩み等）
という切り口での話があり、笹山氏は知名度の
低さをたとえ話をまじえて紹介した。続いて発注
者として藤井氏より、埼玉県におけるESCO導
入の経緯が報告され、特に事業者の選定に膨
大なエネルギーを費やしているという指摘があっ
た。日本初のESCO専業会社を運営してきた筒
見氏からは、ESCOを立ち上げたきっかけや事
業の変遷について話があり、最後に弁護士の
立場から山本氏より契約書の作成や包括的な
省エネサービスを理解してもらう苦労話などが
あった。
後半はこれからのESCOをどうしていけばよいか
というテーマで議論が進んだ。特に中上副会長
より「省エネを取り巻く環境は追い風なのに何
故ESCOがもっと伸びないのか」という問題提
起があり、これに対し前川氏からエンジニアリン
グ力が弱くて産業分野に広がらなかったことや、
業務用分野の日常管理者と意志決定者とが違
う点などの指摘があり、今後の方向として業務
用分野や海外での取組み強化が必要との指摘
があった。笹山氏はESCOをお客様の視点に

財団法人省エネルギーセンターが主催する
ENEX2008（「第32回地球環境とエネルギーの
調和展－2030年省エネ型社会を目指して」、東
京会場2008年 1 月29日～31日、大阪会場 2 月
21日～23日）へのブース出展を行った。
専門のナレーターによるESCO事業の紹介・
ESCO導入事例の紹介、ESCO事業の紹介の
パネル展示、ESCO事業の概要・ESCO導入事

立った多様なエネルギーサービスを提供する事
業と位置づけ、具体例を示した。藤井氏からは
県有資産マネジメント戦略に全庁的エネルギー
削減が位置づけられており、ESCOが有効な施
策となっているとの紹介があり、今後とも進めて
いくとの発言があった。筒見氏はESCOは知恵
のビジネスであることを再認識し、「Think Lo-
cally, Act Globally」の考え方でやっていこうと
提案された。山本氏は特にユーザーとの関係は
今後新しいステージになり、両者の和解や仲裁
が必要になってくるだろうと指摘された。ディス
カッションのまとめとして、中上副会長よりESCO
の多様化、自治体の役割、地球温暖化防止と
いう観点、海外展開などについて話があった。

省エネに終わりなし

最後に、資源エネルギー庁省エネルギー対策課
三木健課長から「わが国の省エネルギー対策に
ついて～省エネに終わりなし」と題して講演を
頂戴した。エネルギー消費を巡る状況、省エネ
ルギー対策の概要、今後の省エネ対策の方向
性などについての解説をいただき、特に改正省
エネルギー法については検討の背景、対策の
ポイント、重点的に取り組むべきエネルギーの革
新技術など突っ込んだ内容となった。最後に
ESCO事業については引き続き省エネの重要
な対策の一つと位置づけ支援策に取り組んで
いく、と締めくくられた。

写真左：
パネルディスカッション
の 6 名

写真中：
独立行政法人国立環
境研究所の西岡秀三
参与

写真右：
資源エネルギー庁省エ
ネルギー対策課三木
健課長

ENEX2008出展報告

例・ESCO推進協議会パンフレットの配布等を
行った。
ESCO導入事例の紹介では、民生業務用導入事
例 8 件、産業用導入事例 4 件の説明を行い、来
場者は、ナレーターの説明に熱心に耳を傾けてい
た。
JAESCOブースへの来場者数（アンケートへの回
答者数）は、東京624人、大阪649人であった。
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ESCO推進協議会　第2回会員セミナー報告

2007年11月12日、アジュール竹芝（東京都港区）において2007年度
第 2 回会員対象セミナーを開催した。参加人数は158名。
はじめに、株式会社ファーストエスコ ファウンダー筒見憲三氏から
「FESCOとの10年とESCOの未来」と題し、独立系ESCOとしてファー
ストエスコを設立して10年、同社がこれまでに取り組んできたESCO事
業の歩みをご紹介いただいた。大手ESCOが多数出てくる中で、独立
系ESCOは、今後「ブティック型」などニッチな強みを持つことが重要で
あると強調された。
続いて、三菱UFJリース株式会社の永野敏隆氏から「もっと儲かる
ESCOにするには？」と題しご講演いただき、儲かるESCOにするには、
「無駄な体力をかけないこと」が重要であるが、何よりも「顧客のニーズ
に合った提案を心がけることが大切」と指摘された。
最後に、日本工営株式会社鈴木雅登氏から「自治体ESCO検討委員会
検討結果報告」と題し、2007年 1 月から全 3 回の検討委員会を経て
とりまとめた「自治体ESCO事業モデル公募要項」の概要を説明いただ
いた。
なお、講演の各講師の方々から講演要旨をお寄せいただいた。あらため
てお礼を申し上げる次第である。

●プログラム （敬称略）

開会挨拶 ESCO推進協議会
事業企画委員会セミナー小委員会委員長
株式会社ミューテック代表取締役社長　杉山利夫

基調講演 FESCOとの10年とESCOの未来
講師: 株式会社ファーストエスコ　ファウンダー
筒見憲三

講演 もっと儲かるESCOにするには？
講師: 三菱UFJリース株式会社
環境事業部　部長代理　永野敏隆

講演 「自治体ESCO検討委員会」検討結果報告
講師: 日本工営株式会社　プラント事業部
エネルギーソリューション部　課長　鈴木雅登

閉会挨拶 ESCO推進協議会　事業企画委員会　副委員長
株式会社日立製作所　都市開発ソリューション本部
エネルギーソリューション第二部　部長　古賀裕司

講演は二部構成である。前半は1997年に創業した
FESCOについて、わが国最初の独立系ESCOとして
の10年の歩みを紹介した。その10年間は大きく 3 つ
の時期に分けられる。第一期は省エネESCO。特に
最初の数年は、需要側のエネルギー消費を減らす案
件に注力。それだけでは採算が厳しく、そこでコージェ
ネを活用した供給側オンサイトESCOに進出したのが4
年目あたりから。そのころから第二期として木質バイオ
マスを活用した発電事業に着手。その数年後の第三
期では、バイオマス発電から出るCO2フリー電気を使っ
た小売り事業に挑戦。そして2005年 3 月、東証マ

FESCOとの10年とESCOの未来　講師◎筒見憲三　株式会社ファーストエスコ　ファウンダー

ザーズに上場するときには「省エネ」「新エネ」「電力小
売」の「 3 つのESCO」の融合体をめざすとした。
後半ではESCOの未来について私見を披露した。省
エネ型ESCOの特徴は一連のプロセスの中で「入口」
と「出口」にあり、「知恵の商売」である。最近では
ユーティリティ系など大手ESCOが多数出てきており、
独立系ESCOは、「総合化」が厳しくなっている。むし
ろ今後は「ブティック型」として、ニッチな強みを持つこ
とだ。FESCOはエネルギー業界にあって、常にユニー
クでかつ先頭ポジションを歩んできた。今後も新しい
ESCOモデルに挑んでいきたい。

儲からない儲からないとよく言われるＥＳＣＯ事業だが、
少しでも儲かるようにするためにはどうすればいいだろ
う？
それは、「無駄な体力をかけない」ことである。そのた
めには、①「地球温暖化」よりも燃料高騰の危機感を
顧客に訴え、②自社にあったターゲットを厳選し、③自
社でできる範囲のことを中心に、④手に負えないことは
他社の協力を得て推進する。そのうえで、調査にあ
たっては、⑤現場の協力を得ることで、⑥極力人手を
かけず、⑦余地の少ないと思われる案件は早めに見
切りをつけることが肝要だ。

もっと儲かるESCOにするには？　講師◎永野敏隆　三菱UFJリース株式会社　環境事業部　部長代理

提案書の作成に際しては、⑧真の相手は誰なのかを
常に念頭に置き、⑨顧客と自分との価値観の違いを
正しく認識する。そして、成約に至るためには、⑩診
断だけで終わらせないよう、⑪ノウハウの流出防止対
策を講じ、また、⑫いいことばかりではなく、リスクにつ
いての十分な説明もしよう。
しかしながら、最も大切なのは、⑬ESCOという形にこ
だわることなく、顧客のニーズにあった提案に心がける
ことだということを認識したい。そうすれば、双方にとっ
て満足のいくものになるはずである。
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ESCOフォーラム2007報告

自治体ESCOについては、2004年に省エネルギーセ
ンターから「自治体におけるESCO事業普及に関する
ガイドライン」が発行され一定の道標が整備された。
さらに魅力ある自治体ESCOとするため、07年 １ 月に
学識経験者、ESCO先進自治体、及び公共部門に知
見のあるESCO事業者から構成される本検討委員会
が設置され、自治体がESCOを導入する際に障害とな
る課題点を整理し、全 3 回の検討委員会を経て、「自
治体ESCO事業モデル公募要項集」を作成した。
この「モデル公募要項集」は資源エネルギー庁、施策
情報ESCO推進のホームページに掲載されており、

「自治体ESCO検討委員会」検討結果報告　講師◎鈴木雅登　日本工営株式会社　プラント事業部　エネルギーソリューション部　課長

「自治体がESCO事業を導入するためのモデル公募
要項集【説明編】」と、自治体のESCO契約方式に応
じた自己資金型（ギャランティード・セイビングス）2 種類、
民間資金活用型（シェアード・セイビングス）2 種類の計
4 種類のモデル公募要項、提出書類様式、リスク分担
表、契約書案から構成されている。
ここ数年、自治体のESCO導入件数は38件（05年
度）、50件（06年度）と増加傾向にあり、今後の拡大
が期待されているところであり、多くの関係者がこのモ
デル公募要項集を活用し、ESCO導入に積極的に取
り組んでいくことが期待される。

ESCO推進協議会は、2007年11月13日、東京都港区の東京
都立産業貿易センターにおいて「ESCOフォーラム2007」を開
催した。
当日は、会員企業、会員外の企業も含めて35の企業・団体が
ブース出展を行った他、2カ所のプレゼン会場で、企業の
ESCO事業紹介、関連する技術・システムの紹介など延べ22
回に渡るプレゼンテーションもあわせて行われた。
ブース出展では、デモ装置の展示、パンフレットによる技術・シ
ステムの説明等がなされ、企業間での情報交換が活発に行わ
れた。
出展企業のアンケート結果によれば、回答企業の半数が「非
常に有益だった」と回答し、「他社との交流がスムーズに行え
た」とする回答が 6 割を占めていた。
また、来場者アンケートでも、「有益な情報を入手できた」とす
る回答が約半数を占めた。自由回答として、ESCOフォーラム
開催情報の幅広い告知を望む意見が複数みられ、次回への
課題としたい。



●新会員リスト（2007年11月～2008年 2 月現在）
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●ESCO推進協議会／今後の予定

正会員

京葉ガス株式会社
産業営業部　エネルギーサービスセンター　エネルギーサービスグループ　
マネージャー　吉岡 比呂志
〒272-8580　千葉県市川市市川南2-8-8
Tel.047-325-4125　Fax.047-325-4147

賛助会員

株式会社システック環境研究所
代表取締役　落合 総一郎
〒166-0003　東京都杉並区高円寺南3-47-8-208
Tel.03-5305-3701　Fax.03-5305-3700

千代田計装株式会社（本社福岡）
ソリューション部　課長　青木 雅義
〒814-0006　福岡県福岡市早良区百道1-18-25
Tel.092-844-6539　Fax.092-852-1088

株式会社大西商会
営業開発部　部長　多村 秀雄
〒640-8281　和歌山県和歌山市湊通丁南4-8
Tel.073-424-7301　Fax.073-436-5258

さつきばれ工業株式会社
代表取締役　繁田 忠男
〒421-2106　静岡県静岡市葵区牛妻840-1
Tel.054-294-0577　Fax.054-294-1210

J A E S C O
information

事 務 局 か ら

今月号のTopicsでは、第 7 回コンファレンスで基調講演をいただいた西岡氏
に話を伺い、ESCO事業は新しい社会システムのキープレイヤーになり得るは
ずであり、国内で積み上げてきたノウハウを持ち寄り、アジアに貢献して欲し
いとの意見をいただきました。Interviewでは、「優良ESCO事業表彰」にて
金賞を受賞した調布市市役所総務部管財課岡村課長に話を伺いました。受
賞理由は、エネルギー使用の上流から下流までのあらゆる段階で省エネル
ギー手法を導入したこと、省エネルギー効果検証の手法が高く評価されたこ
とによります。取材にご協力いただきました岡村課長に、あらためて御礼申し
上げます。
コンファレンスでは、「ESCOこれまでの10年　これからのESCO」のテーマの
もと、340余名もの参加をいただきました。そのほか、第 2 回会員セミナー、
ESCOフォーラム2007も盛況でした。
先日開催されたENEX2008大阪会場も無事終え、理事会、総会を除く今年
度予定の行事はすべて無事終了することができました。引き続き来年度行事
においても、皆様方の積極的な参加、ご協力をお願いいたします。（鎌田）

（08年2月現在　正会員：74、賛助会員：59、特別会員：7、計140）

日時 2008年6月13日（金）　15:00～17:00
会場 東海大学交友会館　阿蘇の間

〒100-6033  東京都千代田区霞が関3-2-5  霞が関ビル33Ｆ
議事内容 ①2007年度事業報告および決算報告

②2007年度監査報告
③2008年度事業計画および予算計画
④その他

懇親会 2008年6月13日（金）17:00～19:00
会場　レストラン「KEYAKI」

第10回年次総会

日時 2008年6月14日（土）　※会場および詳細未定

第7回茅杯ゴルフコンペ

日時 2008年7月上旬　13:30～17:00を予定
会場 東京（会場未定）　※内容、講師については検討中　
懇親会 同日　17:00～19:00

2008年度第1回会員対象セミナー

●第3回優良ESCO事業　結果発表（2008年）

「優良ESCO事業」は、優良なESCO事業の一層の普及促進を図るとともに、地
球温暖化防止等に向けた環境保全・省エネルギーに貢献することを目的として、
省エネルギー性や事業パフォーマンスに優れ、今後の健全なESCO事業の普及
促進に資すると認められる導入事例を「優良ESCO事業審査委員会」(委員長中
上英俊氏)において選定し表彰する。本事業は経済産業省資源エネルギー庁か
ら委託を受け、財団法人省エネルギーセンターが実施している。
表彰式は、2008年 1 月30日、東京ビッグサイト国際会議場にて「2007年度省エ
ネルギー月間表彰式」とともに行われた。

●金賞
「調布市市庁舎他 １ 施設ESCO事業」
調布市役所／東京電力株式会社／日本ファシリティ・ソリューション株式会社／
高砂熱学工業株式会社
●銀賞
「ESCO事業を活用した蒸気負荷変動の激しいレトルト工程への最適蒸気供給
による省エネルギー事業」
株式会社日本キャンパック群馬工場／株式会社日立製作所都市開発システムグ
ループ
●銅賞
「横浜市総合リハビリテーションセンター等ESCO事業」
横浜市／株式会社エネルギーアドバンス／株式会社山下設計／三機工業株式
会社／川本工業株式会社／東京ガス株式会社
●特別賞
「ガスエンジンコージェネレーションによる汽力発電所リニューアル」
レンゴー株式会社八潮工場／株式会社ファーストエスコESCO事業部
「ショピングセンターセルバの省エネチューニング」
住商アーバン開発株式会社セルバ事業所／株式会社山武ビルシステムカンパ
ニー東北支店

●『ESCO導入ガイド』刊行

このたびESCO推進協議会による『ESCO導入ガイド　
本格的導入事例126』が財団法人省エネルギーセンター
から刊行されました。
本書は、日本初のESCOについての総合的な案内書で
あり、基礎知識、126に及ぶ導入事例、導入したエンド
ユーザーの声などを豊富に収録しています。ぜひお役立
てください。

◎ESCO推進協議会編著　　B5判　2色刷　216頁　定価2,940円(税5%含)
◎目次　第1章　ESCOとは／第2章　ESCO事業導入事例126／第3章　エンド
ユーザーに聞く／第4章　資料編（事例リスト、ESCO事業者リストなど）


